
行政改革の重要方針（抄） 

－ 独立行政法人の総人件費改革関係部分 － 

 

 

４ 総人件費改革の実行計画等 

 

（１）総人件費改革の実行計画 

 

ウ その他の公的部門の見直し 

 

① 独立行政法人及び国立大学法人法に基づく法人 

 

(ｱ) 主務大臣は、国家公務員の定員の純減目標（今後５年間

及び給与構造改革を踏まえ、独立行政法人及び国立大学法

ついて、各法人ごとに、国家公務員に準じた人件費削減の

期目標において示すこととする。 

 

(ｲ) 各法人は、中期目標に従い、今後５年間で５％以上の人

行うことを基本とする（日本司法支援センター及び沖縄科

機構を除く。）。これに加え、役職員の給与に関し、国家公

を踏まえた見直しに取り組むものとする。各法人の長は、

中期計画をできる限り早期に策定し、主務大臣は、中期計

の設定状況や事後評価等を通じた削減の進捗状況等を的確

る。 

（注）今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。 

 

(ｳ) 上記の(ｲ)の取組を踏まえ運営費交付金等を抑制する。

 

(ｴ) 各省庁の独立行政法人評価委員会及び国立大学法人評価

人件費削減の取組状況や国家公務員の水準を上回る法人の

に関し厳格な事後評価を実施するとともに、総務省の政策

評価委員会においても２次評価を行うこととし、これらの

 

 

 

（注）下線は、統計局で入れたものである。 
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結果を公表する。 


